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(57)【要約】
　回路基板は、回路担体と、非導電性材料からできてお
り、有機物質を含み、回路担体上に配置される被覆層と
、被覆層上に少なくとも部分的に配置される第１の金属
化層とを含む。第１の金属化層は可撓領域を有する。



(2) JP 2011-523223 A 2011.8.4

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回路基板であって、
　回路担体（１）と、
　非導電性材料からできており、有機物質を含み、回路担体（１）上に配置される被覆層
（４）と、
　少なくとも部分的に被覆層（４）上に配置される第１の金属化層（５）とを含み、
　前記第１の金属化層（５）は可撓領域（１０）を有する、回路基板。
【請求項２】
　被覆層（４）が可撓領域（１０）において付加的に可撓性を有する、請求項１に記載の
回路基板。
【請求項３】
　可撓領域（１０）は少なくとも１つの軸を備え、前記少なくとも１つの軸に沿って、前
記可撓領域（１０）が回路基板の残りの部分に対して逆の方向を向いて曲がり得る、請求
項１または２に記載の回路基板。
【請求項４】
　可撓領域（１０）が、前記軸を中心として回路基板の残りの部分に向かう方向およびそ
こから離れる方向に移動することができる、請求項３に記載の回路基板。
【請求項５】
　可撓領域（１０）は一方側のみがその周囲に接続されている、請求項１から４のいずれ
かに記載の回路基板。
【請求項６】
　可撓領域（１０）が凸縁（６）として形成される、請求項１から５のいずれかに記載の
回路基板。
【請求項７】
　可撓領域（１０）が空き空間（７）の上方に配置される、請求項１から６のいずれかに
記載の回路基板。
【請求項８】
　被覆層（４）上の第１の金属化層（５）が、可撓領域（１０）の部分領域において、導
電性トラックおよび／または接触区域として形成される、請求項１から７のいずれかに記
載の回路基板。
【請求項９】
　被覆層（４）が可撓領域（１０）に切欠き（５０）を有し、前記切欠きにより可撓領域
（１０）の可撓性が高められる、請求項１から８のいずれかに記載の回路基板。
【請求項１０】
　被覆層（４）は安定化組織を含む、請求項１から９のいずれかに記載の回路基板。
【請求項１１】
　電子部品（５５）は可撓領域（１０）上に配置されており、前記電子部品は、第１の金
属化層（５）に導電的に接続されている、請求項１から１０のいずれかに記載の回路基板
。
【請求項１２】
　回路基板面の方向への引張応力に対する可撓領域（１０）の可撓性が、切欠き（５０）
によって高められる、請求項１から１１のいずれかに記載の回路基板。
【請求項１３】
　構成要素を収容するための囲まれた体積が少なくとも部分領域において形成されるよう
に、覆い（４５）が回路基板上に配置される、請求項１から１２のいずれかに記載の回路
基板。
【請求項１４】
　回路基板がインタポーザとして用いられる、請求項１から１３のいずれかに記載の回路
基板。
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【請求項１５】
　回路基板は、回路基板面に対する線熱膨張係数を有し、前記線熱膨張係数は、回路基板
上に搭載された電子部品の線熱膨張係数よりも高い少なくとも４ｐｐｍ／Ｋである、請求
項１から１４のいずれかに記載の回路基板。
【請求項１６】
　回路基板を製造するための方法であって、
　回路担体（１）を設けるステップと、
　回路担体（１）のうち空間的に区切られた部分領域に対して層間剥離層（３）を貼り付
けるステップと、
　回路担体（１）の部分領域および層間剥離層（３）に対して層シーケンスを施すステッ
プとを含み、前記層シーケンスは、
　　有機材料を含む被覆層（４）と、
　　被覆層（１６）上における第１の金属化層（５）とを含み、前記方法はさらに、
　被覆層（４）および第１の金属化層（５）を構造化するステップを含み、
　第１の金属化層（５）の可撓領域（１０）が規定される、方法。
【請求項１７】
　層間剥離層（３）が、さらなる方法ステップにおいて可撓領域（１０）を形成するため
に除去される、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　層間剥離層（３）として、可溶層、選択的にエッチング可能な層、揮発層または分解可
能層、気化可能層、および低融点層から選択される犠牲層が貼り付けおよび構造化される
、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　回路基板を製造するための方法であって、
　回路担体（１）を設けるステップと、
　回路担体（１）における窪み（８）を加工するステップと、
　窪み（８）を覆うものの充填せず、結果として空き空間（７）を形成するように回路担
体（１）に層シーケンスを施すステップとを含み、前記層シーケンスは、有機材料を含む
被覆層（４）と、被覆層（４）上における第１の金属化層（５）とを含み、前記方法はさ
らに、
　第１の金属化層（５）の可撓領域（１０）が形成されるように空き空間（７）の上方に
被覆層（４）および第１の金属化層（５）を構造化するステップを含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　請求項１に記載の可撓領域を備えた回路基板を規定する。
　本質的に硬質の回路基板を製造する際の広範囲にわたる問題は、回路基板全体のロバス
ト性または緻密度を損なうことなく可撓領域を実現させることにある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００２】
　本発明の実施例の一目的は、可撓領域を有する本質的に硬質の回路基板を提供すること
である。加えて、回路基板は、硬質の回路基板製造のためのほんのわずかに変更されただ
けの標準的なプロセスで、単純にかつ費用効率良く実現することができる。
【０００３】
　この目的は、請求項１に記載の回路基板によって達成される。回路基板および当該回路
基板を製造するための方法についてのさらなる実施例が、さらなる特許請求項の主題とし
て挙げられる。
【０００４】
　本発明の一実施例は回路基板に関する。当該回路基板は、回路担体と、非導電性材料か
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らできており、有機物質を含み、回路担体上に配置される被覆層と、被覆層上に配置され
る第１の金属化層とを含む。この場合、第１の金属化層は可撓領域を備える。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この発明に関して、可撓性があるとは、回路基板に対して垂直な力が作用した場合に、
表面が、回路基板の非可撓領域に比べて少なくとも１０倍そらされることを意味するもの
と理解されるべきである。この条件は、少なくとも引張力に関しては満たされているが、
引張・圧縮力に関しては有利になるはずである。可撓領域が、認知できるほどに回路基板
面から離れるように曲げられている実施例は、外方に曲げられる前に当該条件を満たすよ
う意図されている。
【０００６】
　この場合、可撓領域は、回路基板の総面積に対して非常に小さな回路基板の部品に制限
することができる。一例として、可撓性のある接続部は、回路基板全体のロバスト性や緻
密度を損なうことなく、可撓領域によって実現することができる。被覆層のための材料は
、たとえば、有機物質として樹脂を含み得る。
【０００７】
　さらなる実施例においては、可撓領域における第１の金属化層に加えて、被覆層にも可
撓性がある。
【０００８】
　これには、第１の金属化層を被覆層によって機械的に安定させることができるという利
点がある。これにより、第１の金属化層が層厚さの点で非常に薄くなるよう形成された実
施例が可能となる。また、層を非常に薄くすることができるので、層自体が機械的に不安
定になる可能性があり、層厚さは、導電体としての機能によってのみ、その最小厚さの点
で制限されている。この場合、第１の金属化層の形状は、もはや支持機能によっては決定
されず、むしろ、たとえば導電性機能によってのみ決定することができる。金属化層が薄
いために、可撓領域が非常に高い可撓性を有する実施例が可能となる。
【０００９】
　被覆層については、第１の金属化層の可撓性を制限しないものの第１の金属化層の十分
な安定性に寄与するような材料が使用され得る。
【００１０】
　さらなる実施例においては、可撓領域は少なくとも１本の軸を有し、この軸に沿って、
可撓領域が、回路基板の残りの部分とは逆の方向を向いて曲がり得る。可撓領域が、当該
軸を中心として回路基板の残りの部分に向かう方向およびそこから離れる方向に移動する
ことのできる実施例が実現可能である。
【００１１】
　これにより、可撓領域は、当該軸を中心として、回路基板の方に曲げたりその面から離
れるように曲げたりすることが可能になる。軸を中心として回路基板の面から離れるよう
回転させるために、たとえば１８０°回転させることも可能である。結果として、可撓領
域は、その元の上面が被覆層または金属化層に対しても影響を及ぼすことになるか、また
は、被覆層に平行な被覆層に対して一定の隙間を空けて延びることになるだろう。しかし
ながら、たとえば、回転軸が被覆層の端縁または当該端縁付近に位置している場合には、
１８０°を上回る角度も考えられ得る。このため、可撓領域が回路基板の外端縁において
下方に垂直に位置するように、当該可撓領域を軸を中心として２７０°曲げることも考え
られるだろう。また、可撓領域の移動が回路基板の動作中にのみ起こるかまたは行なわれ
るような実施例も可能である。
【００１２】
　さらなる実施例においては、可撓領域は一方側のみがその周囲または回路基板の残りの
部分に接続されている。さらに、可撓領域は、たとえば凸縁（舌部）として形成すること
ができる。
【００１３】
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　これにより、可撓領域に非常に高い可撓性が与えられる。可撓領域が周囲に接続される
側には、付加的に切欠きが設けられてもよい。切欠きは、角部が形成されるように、可撓
領域の外端縁から加工され、内側へ延在し得る。しかしながら、これらは、外端縁ほどま
でには延びていない、たとえば可撓領域における穴またはスロットなどの切欠きであって
もよい。可撓領域の可撓性は、切欠きによってさらに高められる。
【００１４】
　さらなる実施例においては、可撓領域は空き空間の上方に配置される。この発明に関し
て、空き空間とは、可撓領域がその下方において延びている面に対して機械的または化学
的に結合されていないことを意味するものと理解されるはずである。したがって、空き空
間は、たとえば、その内部へと可撓領域が移動することのできる空隙として形成すること
ができる。しかしながら、空き空間はまた、可撓領域の下方において、面または層が直接
続いており、これには、可撓領域の下面が接続されていないかまたは固着していないこと
を意味するものと理解されるべきである。したがって、可撓領域は、その下方に空隙が存
在していなくても、導体面から離れていくことができるという可能性を有している。この
実施例においては、固着する傾向がほとんどない材料が、可撓領域の下方における層に特
に適している。一例として、フッ素化ポリマーを含む材料を用いることができる。
【００１５】
　一実施例においては、被覆層上の第１の金属化層は、可撓領域の部分領域において、導
電性トラックおよび／または接触区域として形成される。
【００１６】
　この実施例においては、第１の金属化層は、可撓領域の小さな部分領域に制限すること
ができる。この場合、第１の金属化層は、電流導通および／または電気接点生成の機能を
果たす。接触区域は、たとえば、回路基板上に配置または実装される電子部品と電気的に
接する役割を果たし得る。電子部品の実装前に、可撓領域がまず回路基板の面から離れる
ように曲げられた後、電子部品が接触区域上に配置されるような実施例も考えられ得る。
同様に、電子部品を配置した結果、可撓領域が、それらの下方に位置する空隙に押し込ま
れるような実施例も考えられ得る。さらに、電子部品を実装した後、可撓領域が回路基板
と平行なそれらの初期位置に位置しているものの、それらの可撓性によって、配置された
電子部品のために一定の可動性が可能となるような実施例が考えられ得る。
【００１７】
　さらなる実施例においては、可撓領域は切欠きを有しており、これにより可撓領域の可
撓性が高められる。
【００１８】
　上記切欠きは、自由端縁から、および、可撓領域を周囲に接続している側部から、可撓
領域につながっていてもよい。同様に、自由な側部からも可撓領域の連結された側部から
も始まっておらず、可撓領域において異なる形状を有する穴として存在する切欠きも考え
られ得る。この場合、考えられ得る実施例としては、可撓領域における被覆層が薄くされ
ているもの、または、可撓領域における被覆層が、第１の金属化層で覆われている部分領
域にのみ存在するような程度にまで除去されるものがある。
【００１９】
　さらなる実施例においては、被覆層は安定化組織を含む。
　上記組織は、たとえば、個々の自由な繊維で構成され得るが、マットでも構成され得る
。材料は、たとえば繊維質の織物であってもよい。被覆層は、安定化組織に加えて、また
は、安定化組織の代わりに、他の補強要素を有していてもよい。上記補強要素は、層自体
に組込まれてもよく、被覆層の表面上に位置していてもよい。補強要素により、被覆層に
付加的な剛性を与えることができる。補強要素を適用している間、可撓領域がそれを中心
として移動し得る軸の領域を省くことができるか、または、さらなる方法ステップにおい
て補強要素を軸の領域において破壊することもできる。
【００２０】
　さらなる実施例においては、電子部品は可撓領域上に配置されており、当該電子部品は
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、第１の金属化層に導電的に接続されている。
【００２１】
　電子部品が１つまたは複数の可撓領域のみを介して回路基板に接続される場合、電子部
品全体は、回路基板に対して一定の可撓性を有する。上記可撓性は、回路基板に向かう方
向またはそこから離れる方向に存在し得るだけではなく、３方の空間方向すべてにおいて
も存在し得る。回路基板はまた、２つ以上の可撓領域を有し得る。回路基板上においては
、１つまたは複数の可撓領域上に２つ以上の構成要素を配置することもできる。
【００２２】
　さらなる実施例においては、回路基板面の方向への可撓領域の引張応力に対する可撓性
が、切欠きによって高められる。
【００２３】
　さらなる実施例においては、構成要素を収容するための囲まれた体積が少なくとも部分
領域において形成されるように、覆いが回路基板上に配置される。この場合、覆いは回路
基板の一部だけではなく回路基板全体も覆うことができる。この場合、可撓領域は、覆い
の内側または外側に位置し得る。
【００２４】
　回路基板は、たとえばインタポーザとして用いることができ、この場合、本発明には記
載されない従来の回路担体と、回路基板上において、好ましくは可撓領域に配置される応
力感度の高い構成要素との間に配置され得る。
【００２５】
　さらなる実施例においては、回路基板面に対する線熱膨張係数を有する回路基板を用い
ることができる。この場合、線熱膨張係数は、回路基板上に搭載された電子部品の線熱膨
張係数よりも高い、少なくとも４ｐｐｍ／Ｋである。このため、一例として、回路基板の
線熱膨張係数は１２ｐｐｍ／Ｋを上回っていてもよく、回路基板上に搭載された電子部品
の線熱膨張係数は８ｐｐｍ／Ｋ未満であってもよい。この場合、可撓領域により、構成要
素についての許容できないほど高い熱応力負荷が防止される。
【００２６】
　回路基板自体に加えて、回路基板を製造するための方法についても規定する。
　回路基板を製造するための方法の一変形例は以下の方法ステップ、すなわち、回路担体
を設けるステップと、回路担体のうち空間的に区切られた部分領域に対して層間剥離層を
貼り付けるステップと、回路担体の部分領域および層間剥離層に対して層シーケンスを施
すステップとを含み、当該層シーケンスは、有機材料を含む被覆層と、被覆層上における
第１の金属化層とを含む。当該方法ステップはさらに、被覆層および第１の金属化層を構
造化するステップを含む。この場合、第１の金属化層の可撓領域が規定される。
【００２７】
　被覆層と、被覆層の領域における第１の金属化層とを構造化した結果、被覆層の部分領
域が、被覆層の残りの部分から少なくとも部分的に分離される。これは、被覆層の一部が
、たとえば切断、フライス削りもしくはエッチングまたは他の加工技術によって構造化さ
れることを意味している。また、上記部分は、この場合、すべての側部寄りにある周囲の
被覆層には接続されておらず、このため、周囲の被覆層に対して高い可撓性を有している
。被覆層があれば、被覆層上に配置された第１の金属化層はこの可撓性を有することとな
る。このように規定された可撓領域は、ここでは、たとえばさらなる方法ステップにおい
て被覆層の面から離れるように曲げることができる。
【００２８】
　この方法のさらなる変形例においては、層間剥離層は、さらなる方法ステップにおいて
可撓領域を形成するために除去される。層間剥離層を除去した結果、可撓領域の下方に空
隙を設けることができる。上記空隙は、可撓領域が、回路基板の面から離れるように移動
するだけでなく当該面へと移動することをも可能にする。層間剥離層は、犠牲層として貼
り付けおよび構造化することができる。
【００２９】
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　犠牲層は、可溶層、選択的にエッチング可能な層、揮発層または分解可能層、気化可能
層、および低融点層から選択することができる。これにより、隣接する層に悪影響を及ぼ
すことなく、犠牲層を回路基板上から除去することが可能となる。犠牲層の方法により、
第一に、非常に広い空き空間を設け、第二に、犠牲層の上方に、既に述べた理由から可撓
性を有する非常に薄い層を生成することが可能となる。さらに後続の方法ステップにおい
て、薄層が犠牲層上に貼り付けられた後、これらの薄層は、犠牲層の除去後に十分な安定
性を有するように安定させかつ硬化させることができる。このことは、たとえば、互いの
上に生成されるかまたは貼り付けられた複数のさらなる薄層によってなされてもよい。
【００３０】
　第１の方法の変形例とは独立しているさらなる方法の変形例においては、回路基板は、
以下の方法ステップを含む製造方法によって製造することができる。当該方法ステップは
、すなわち、回路担体を設けるステップと、回路担体における窪みを加工するステップと
、当該窪みを覆うものの充填せず、結果として空き空間を形成するように回路担体に層シ
ーケンスを施すステップとを含む。層シーケンスは、有機材料を含む被覆層と、被覆層上
における第１の金属化層とを含む。当該方法ステップはさらに、第１の金属化層の可撓領
域が形成されるように空き空間の上方に被覆層および第１の金属化層を構造化するステッ
プを含む。
【００３１】
　この方法の変形例は、この場合には層間剥離層が不要になるという、上述の第１の方法
の変形例に勝る利点を有している。
【００３２】
　本発明の変形例を、具体的な実施例に基づき、添付の図面に関連して、以下においてよ
り詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１ａ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｂ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｃ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｄ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｅ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｆ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｇ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｈ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図１ｉ】一方法の変形例についての方法ステップシーケンスを概略的に示す図である。
【図２】具体的な一実施例を示す平面図である。
【図３】さらなる実施例を示す平面図である。
【図４】実現可能な特定の一実施例を示す概略側面図である。
【図５】さらなる特定の実施例を示す概略側面図である。
【図６】実現可能なさらなる一実施例を示す概略側面図である。
【図７】付加的な要素を備えた実現可能なさらなる一実施例を示す概略側面図である。
【図８ａ】覆いを付加的に備えたさらなる実施例を示す図である。
【図８ｂ】覆いを付加的に備えたさらなる実施例を示す図である。
【図９】実現可能なさらなる一実施例を示す概略側面図である。
【図１０ａ】さらなる製造方法の方法ステップを概略的に示す図である。
【図１０ｂ】さらなる製造方法の方法ステップを概略的に示す図である。
【図１０ｃ】さらなる製造方法の方法ステップを概略的に示す図である。
【図１１ａ】製造プロセスにおける中間段階を平面図で概略的に示す図である。
【図１１ｂ】製造プロセスにおける中間段階を平面図で概略的に示す図である。
【図１１ｃ】製造プロセスにおける中間段階を平面図で概略的に示す図である。
【図１１ｄ】製造プロセスにおける中間段階を平面図で概略的に示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００３４】
　図１ａから図１ｉのシーケンスは、実現可能な或る製造変形例のステップを概略的に示
す。図１ａは回路担体１を示す。第２の金属化層２が回路担体１上に配置される。明瞭に
するために、回路担体の上側および／または下側におけるめっきスルーホールまたは外部
接続は図示されない。一例として、ガラス繊維強化エポキシド基質が、回路担体１に使用
されてもよい。一例として、銅膜が、第２の金属化層に使用されてもよい。銅膜は、たと
えば、回路担体１上に積層することができる。第２の金属化層２は、回路担体１に貼り付
けられる前に構造化されてもよく、回路担体に貼り付けられた後に構造化されてもよい。
【００３５】
　図１ｂは、回路担体１、第２の金属化層２および層間剥離層３を含む層シーケンスを示
す。この層シーケンスは、たとえば、層間剥離層３が第２の金属化層２に貼り付けられた
ことにより、図１ａに示される層シーケンスから生じ得る。図１ｂにおいては、層間剥離
層３は依然として第２の金属化層２全体を覆っている。一例として、ネガ型フォトレジス
ト、ポジ型フォトレジストまたは代替的には積層可能な乾燥レジストが層間剥離層に用い
られてもよい。
【００３６】
　層間剥離層３についての好ましい厚さは、１～５０μｍの範囲である。
　層間剥離層３のための材料は、さらなる後続の方法ステップにおいて再び層間剥離層３
を除去することができるように選択され得る。一例として、除去に適した技術として、溶
解、エッチング、プラズマでの処理、高温での処理、蒸発、昇華、分解、膨張、または発
泡が挙げられる。可溶性レジストが用いられる場合、粗い粒子または薄片へと分散させる
かまたは粉砕する代わりに、非常によく溶解するこのようなレジストが好ましい。これに
より、残留物を発生させないように行なわれる層間剥離層３の材料の除去が簡略化される
。
【００３７】
　また、特にレジスト以外に、残留物をわずかに残すかまたは残留物を全く残さずに熱分
解することができるポリマーも適している。水性溶媒を用いて除去することのできる材料
として、たとえばポリビニルアルコールまたはポリビニルピロリドンが挙げられる。熱分
解のための温度範囲は、好ましくは１８０～２６０°Ｃである。一例として、メチルセル
ロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、セルロースアセ
テートおよびセルロースエステルなどのセルロース誘導体は、熱分解可能な材料として好
適である。しかしながら、セルロース誘導体も溶媒によって除去することができる。１５
０～２２０°Ｃの範囲の融点を有する材料も、特に十分に適している。一例として、ヘキ
サクロロエタンがここで言及されることとなるが、その融点は１８６°Ｃであるものの、
１８５°Ｃで既に高い昇華速度を有している。層間剥離層３に用いることができる実現可
能なさらなる材料として、プロメラス社（Ｐｒｏｍｅｒｏｓ　ＬＬＣ）（オハイオ州（Ｏ
ｈｉｏ））によるユニティ（Ｕｎｉｔｙ）２０００Ｐ犠牲ポリマーが挙げられる。
【００３８】
　図１ｃは、層間剥離層３を構造化するよう意図された露光方法を概略的に示す。この目
的のために、マスク１５が層間剥離層３の上に施され、その結果、矢印によって概略的に
示される照射が層間剥離層３の部分領域にのみ当たる。他の構造化方法として、層間剥離
層３を構造化することも考えられ得る。一例として、走査型直接暴露も実現可能であり、
たとえばレーザを用いるなどして実行することができる。
【００３９】
　図１ｄは、構造化された層間剥離層３を備えた回路担体の側面図を概略的に示す。層間
剥離層３は、ここでは、単に第２の金属化層２の部分領域を覆うだけである。図１ｂおよ
び図１ｃにおいて示される減法によってだけでなく、代替的には加法によっても、図１ｄ
に示される回路基板を達成することができる。一例として、スクリーンもしくはステンシ
ル印刷方法、またはインクジェットによる貼り付け方法をここで言及することとなる。光
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に対する感度の低い物質も、加法に用いることができる。
【００４０】
　図１ｅでは、図１ｄに示される回路基板上において、被覆層４が、第２の金属化層２の
自由な部分領域の上および層間剥離層３の上に貼り付けられる。第１の金属化層５は被覆
層４上に位置する。たとえば積層によって貼り付けを行なうことができる。被覆層４およ
び第１の金属化層５の層シーケンスも、別個の２つの方法ステップにおいて施すことがで
きる。この目的のために、有機材料を含む被覆層４は、たとえば鋳造、スピンコーティン
グまたは積層によって貼り付けることができる。第２の後続の方法ステップにおいては、
第１の金属化層５をさらに被覆層４に貼り付けることができる。被覆層４および第１の金
属化層５の層シーケンスが一方法ステップにおいて施されるように意図されている場合、
これを行なう目的で、たとえば、一方側が金属化されているガラス繊維強化エポキシド基
材を用いることができる。この金属化は、たとえば、薄い銅膜でなされてもよい。第１の
金属化層５は、好ましくは、３～２０μｍの範囲の厚さを有している。被覆層４は、好ま
しくは、５～１００μｍの範囲の厚さを有している。一例として、樹脂状の材料を被覆層
４に用いることもでき、その材料には、貼り付け工程中または貼り付け工程後にさらなる
補強要素が設けられてもよい。一例として、ポリイミドベースの材料は、被覆層４にも適
しており、その材料は付加的に銅被膜を有し得る。
【００４１】
　図１ｆは、被覆層４および第１の金属化層５が貼り付けられた回路基板を示す。剥離層
３の上方における被覆層４の厚さが、第２の金属化層２に載置されている部分領域におけ
るよりも著しく薄くなっていることが分かるだろう。また、層間剥離層３上に被覆層４が
貼り付けられておらず、第１の金属化層５が層間剥離層３上に直接配置されている実施例
も考えられ得る。被覆層４を積層または押圧した後、被覆層を硬化させるさらなるステッ
プを後に続けてもよい。
【００４２】
　図１ｇは、第１の金属化層５の小さな部分領域が除去された回路基板を示す。この除去
により、第１の金属化層５に小さな開口部２０ａが形成された。この小さな開口部２０ａ
は層間剥離層３の上方に配置される。第１の金属化層５の部分領域は、たとえば、フォト
パターニングステップおよび後続のエッチングステップによって除去することができる。
【００４３】
　図１ｈに示される回路基板においては、トレンチ２０ｂが設けられるように、開口部２
０ａの下方に位置する被覆層４が除去されている。トレンチ２０ｂは、図１ｈに図示のと
おり、層間剥離層３にも延在し得る。トレンチ２０ｂを設けるために、たとえば、プラズ
マエッチング法などのエッチング法を用いることができる。エッチング法の場合、第１の
金属化層５はマスクとしての役割を果たし得る。トレンチを設けるのにレーザを用いるこ
ともできる。図１ｇおよび図１ｈに示される方法ステップは、共通の方法ステップにおい
て実行することもできる。
【００４４】
　図１ｉに示される回路基板においては、空き空間７が設けられるように、層間剥離層３
が除去されている。層間剥離層３は、たとえば、溶解もしくはエッチングされることによ
って、または熱的方法によって除去され得る。この場合、層間剥離層３の材料は、使用さ
れる技術に応じて、膨張、発泡または分解させることができる。可撓領域１０は、層間剥
離層３を除去した結果、形成された。この具体的な実施例においては、被覆層４および第
２の金属化層２は、可撓領域１０における凸縁６として形成される。空き空間７の下方に
ある回路担体１には剛性がある、すなわち、可撓性がない。
【００４５】
　図２は、回路基板の平面図を示す。この回路基板は、たとえば、図１ｉに示されるよう
なものであってもよい。この図には被覆層４が示されており、その上には第１の金属化層
５が貼り付けられている。被覆層４および第１の金属化層５は可撓領域１０を含む。可撓
領域１０は、３方の側部がトレンチ２０ｂによりＵ字型に区切られている。図においては
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、トレンチ２０ｂを介して、下に位置する層間剥離層３を示しており、この層間剥離層３
も、上述のとおり、当該トレンチ２０ｂを介して除去することができる。ここで、第１の
金属化層５は、各々が接触区域９において終端している１対の導体トラックとして形成さ
れる。層間剥離層３を除去した後、トレンチ２０ｂ内の領域の可撓性が、再び大いに高め
られる。結果として、第１の金属化層５の端部における２つの接触区域９も可撓性を有す
ることとなる。この具体的な実施例においては、可撓領域１０の機械的性質は、主として
第１の金属化層５の構造およびその厚みによって決定される。特に面における引張り応力
およびせん断応力に対するさらなる可撓性は、図２に示されるように、第１の金属化層５
の導体トラックを対応して形作ることによって得ることができる。
【００４６】
　回路基板のさらなる実施例は、図３において平面図として示される。図２に示されるよ
うな要素のほかに、図３における実施例はまた、切欠き５０を付加的に含む。図２におけ
るトレンチ２０ｂは可撓領域１０を囲みつつ、層間剥離層３を溶解させることを可能にす
る役割を果たす。図３における切欠きはまた、可撓領域１０の可撓性を高める機能を付加
的に有している。回路基板上への電子部品の実装を容易にするために、回路基板に対する
構成要素の接続は、たとえば、ボンディングワイヤ、はんだ付け接合またはサーモソニッ
クのフリップチップ接続によって行なわれるが、この接続は、好ましくは層間剥離層３の
除去前に行なわれる。なぜなら、層間剥離層３は、存在している限り、可撓領域１０を安
定させるからである。
【００４７】
　図４は、回路基板の特定の一実施例を示す。当該実施例は、回路担体１、第２の金属化
層２、被覆層４および第１の金属化層５を含む。この実施例においては、被覆層４は、可
撓領域１０にはもはや存在していない。結果として、可撓領域１０は単に第１の金属化層
５を含むだけとなる。この実施例においては、空き空間７はチャネル３５として形成され
る。チャネル３５は、入口２５ａを介して液体または気体で満たすことができる。この液
体または気体はまた、出口２５ｂを介してチャネル３５から出て行くことができる。チャ
ネル３５の上方において、電子部品３０が第１の金属化層５上に配置される。チャネル３
５は、たとえば電子部品３０を冷却するのに用いられてもよい。第１の金属化層５は金属
でできているので、たとえば電子部品３０からの熱を、たとえばチャネル３５を通って流
れる冷却液にまで十分に伝えることができる。
【００４８】
　図５に示される回路基板の実施例においては、可撓領域１０が、空き空間７のまわりに
延びる端縁領域に制限されている。
【００４９】
　図６は、図１ｉに示される回路基板から生じ得るような回路基板の実施例を示す。この
目的のために、さらなる方法ステップにおいては、可撓領域に対応する凸縁６が被覆層４
の面から離れるように曲げられた。凸縁６の可撓性は、切欠き５０（図３を参照）を実現
することによって外方に曲げられる前に向上させることができる。さらに、被覆層４のう
ち一層薄い残留物も、曲げ軸の領域において除去することができる。
【００５０】
　図７に示される実施例においては、凸縁６は、被覆層４に対して垂直になるような程度
にまで被覆層４の面から離れるように曲げられている。これにより、３方の空間方向すべ
て（ｘ、ｙ、ｚ）に向けられた要素４０を回路基板上に配置することができるようになる
。この場合、要素４０ｚは、早ければ層間剥離層３を除去する前または凸縁６を外方に曲
げる前に搭載することができる。既にｚ次元において形成されている構成要素に対してこ
のような要素を実際に適合させるのに不可避となり得るプロセス・技術に関する課題が、
こうして回避される。要素４０は、たとえば、方向依存性センサ、インジケータまたはア
クチュエータであってもよい。さらに、図示される配置により、たとえば、３方すべての
空間方向への移動を検知することが可能になる。
【００５１】
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　図８ａおよび図８ｂは、いずれの場合にも覆い４５を付加的に含む回路基板の２つの実
施例を示す。
【００５２】
　図８ａは、図７からの構成要素を示しており、当該構成要素は、また、覆い４５によっ
て３つの要素４０すべてを完全に囲んでいる。図８ｂが示すさらなる実施例は、単に回路
基板の部分領域のみを囲んでいる覆い４５によって囲まれる２つの要素４０しか備えてい
ない。
【００５３】
　図９は、凸縁６がその元の位置から１８０°曲げられている回路基板の具体的な実施例
を示す。この結果、凸縁６は回路基板の外端縁を越えて延在する。この結果、凸縁６は、
ここでは、たとえば電気的な相互接続用の外部接続部として利用することもできる。この
ように、一例として、他の回路基板への接続部を単純な態様で設けることができる。さら
に、凸縁６はまた、加熱フィルム、アンテナ、容量性または誘導性トランスミッタ／レシ
ーバとして利用することもできる。
【００５４】
　図１０ａ～図１０ｃは、製造方法のさらなる変形例を示す。図１０ａは、回路担体１と
、その上に配置された第２の金属化層２とを示す。図１０ｂは、窪み８を有する回路基板
を示す。この回路基板は、たとえば窪み８をフライス削りまたはエッチングすることによ
って、図１０ａに示されるような回路基板からを製造されてもよい。しかしながら、窪み
８は、たとえばレーザ技術を用いて設けることもできる。図１ｃに示される回路基板も、
第１の金属化層５を備えた被覆層４を付加的に有している。被覆層４が第２の金属化層２
としか接しておらず、予め設けられている窪み８には突出ていないために、窪み８により
空き空間７が形成される。したがって、この製造方法においては、空き空間７が設けられ
るが、この場合、この目的のために特別に犠牲層を貼り付けることもなく、この犠牲層を
後に再び除去する必要もない。第１の金属化層５の被覆層４は、たとえば第２の金属化層
２上に積層され得る。被覆層４が窪み８に流れ込まないようにするために、いわゆるノー
フロー積層物を、たとえば被覆層４に使用することができる。このようなノーフロー積層
物は、たとえば樹脂またはエポキシドを基に製造することができる。これらはさらに、補
強のために、安定化組織または他の補強要素を含み得る。たとえば、被覆層４に用いるこ
とのできる実現可能な一材料として、イソラ（Ｉｓｏｌａ）によるＦＲ４０６ＮＦが挙げ
られる。図１０ｃは、被覆層４が上側および下側の両方に貼り付けられている実施例を示
す。この対称的な構造により、たとえば、回路基板に生じる歪みが確実に防止される。こ
れらの歪みは、たとえば回路担体１および被覆層４について異なる材料を用いることによ
って生じる可能性がある。
【００５５】
　図１１ａ～図１１ｄにおいては、さまざまなプロセス段階にある回路基板の可撓領域１
０を、いずれの場合も平面図で概略的に示している。図１１ａは、被覆層４および第１の
金属化層５が上に貼り付けられている可撓領域１０を示す。この場合、第１の金属化層５
は、導体トラックおよび接触区域９を形成するよう形づくられる。図１１ｂにおいては、
第１の金属化層５の接触区域９が位置している領域の可撓性は、切欠き５０によって高め
られている。切欠き５０は、たとえばレーザを用いて設けることができる。しかしながら
、接触区域が位置している領域における被覆層４の可撓性がここでは依然として制限され
ている。というのも、これらの部分領域がそれぞれ、依然として角部によって周囲に接続
されているからである。これにより、既に可撓性を有する部分領域に対しても一定の安定
性が与えられる。これにより、図１１ｃに図示のとおり、電子部品５５を回路基板の可撓
領域１０上に配置し、かつ接触区域９を介して電気的に接触させることが可能になる。は
んだペーストも、たとえばこの目的に用いることができる。明瞭にするために、電子部品
５５は輪郭だけが示されている。図１１ｄに図示のとおり、電子部品５５を配置した後、
さらなる切欠き６０が設けられる。これらのさらなる切欠きにより、接触区域９が位置し
ている可撓領域は、このときにはもはや、角部によってそれらの周囲には連結されていな
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い。これらの部分領域の可撓性は、付加的な切欠き６０によっても大幅に高められた。結
果として、電子部品５５は、非常に可撓性の高い要素を介してのみ回路基板に接続される
。切欠き５０および６０により、さらには導体トラックの湾曲した経路により、回路基板
面方向への引張応力に対する可撓領域１０の可撓性が、さらに高められる。
【００５６】
　電子部品５５と接触区域９とを接触させるための好ましい方法として、金属性の接続バ
ンプ（スタッドバンプ）を用いたはんだ付け、導電性接着、サーモソニックボンディング
、および熱圧着が挙げられる。この場合、最初に述べた２つの方法は、可撓性のある接触
区域９上では何の問題もなく実行することができる。最後に述べた２つの方法は、好まし
くは、可撓領域１０が依然として層間剥離層３によって支持される限り採用される。とい
うのも、この場合、相当な垂直力が作用するからである。
【００５７】
　さらなる実施例（図としては例示せず）を以下に説明する。
　回路基板はまた、両端に可撓領域１０を有する回路担体１を含み得る。
【００５８】
　さらなる実施例においては、回路基板は、層間剥離層３と被覆層４との間に配置された
障壁層を付加的に含む。上記障壁層は、たとえば、レジストまたは金属を含み得る。この
ような付加的な障壁層は、層間剥離層３上で被覆層４を硬化させている間、この被覆層４
に及ぼされる可能性のある影響を防止することができる。
【００５９】
　さらなる実施例においては、層間剥離層３は、回路基板において形成されるが、再び除
去されることはない。一例として、被覆層４が固着していない材料を、回路基板に残留す
る層間剥離層３のために使用することができる。一例として、ＰＴＦＥなどのフッ素化ポ
リマーをこの目的のために使用することができる。層間剥離層３とその上に配置された被
覆層４との間が接着されていないために、可撓領域１０は、被覆層４の面から、層間剥離
層３とは反対向きの方向に移動させることができる。さらに、可撓領域はまた、曲げたり
圧縮したりすることにより、回路基板面の方向に作用する圧縮応力を受けて降伏する可能
性がある。
【００６０】
　さらなる実施例においては、可撓領域１０は第１の金属化層５だけを含んでおり、被覆
層４は含んでいない。しかしながら、第１の金属化層５は、その上側にある付加的な層に
よって安定させることができる。対応する接触区域は第１の金属化層５の下方に位置して
おり、その接触区域は、たとえば第２の金属化層２に形づくることができる。対応する接
触区域は、可撓領域１０が押し込まれると、第１の金属化層５または接触区域９として具
体化された領域と、対応する接触区域との間に導電性接点を設けることができるように配
置される。たとえば、押しボタン式スイッチをこのようにして製造することができる。
【００６１】
　可撓領域１０は、また、複数の第１の金属化層５を含み得る。これらの複数の第１の金
属化層５は、たとえば、それらの間に位置する複数の被覆層４によって分離することがで
きる。この場合、各々の第１の金属化層５は、異なる形にされてもよい。したがって、一
例としては、図１１に示される４つの導体トラックが４つの異なる面に位置し得る。
【００６２】
　構成要素と回路基板との組合せが存在するが、現在のところ、ボンディングワイヤまた
は他の何らかの可撓性接続によってのみ構成要素と接触させることができる。これは、た
とえば回路基板上において構成要素を直接はんだ付けするといった固定された接続の場合
に、過度に高い機械的応力が構成要素において生じる可能性があるからである。本発明の
対応する実施例でも、接点が可撓領域における回路基板上に位置していれば、剛性接続に
よってこのような構成要素を回路基板に連結することが可能となる。可撓領域は、それが
貼り付けられている構成要素には応力を生じさせないという効果を有する。
【００６３】
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　空き空間７が空隙として形成されている実施例においては、特定の一実施例において、
空隙が軟質な物質またはゼラチン状の物質で満たされており、このため、空隙に押し込ま
れる可撓領域１０が、安定化されるかまたははね返るようにされる。
【００６４】
　本発明は、具体的な実施例に基づいた説明には限定されない。むしろ、本発明は、いか
なる新規な特徴、および、特に特許請求の範囲における特徴の如何なる組合せをも含む特
徴の如何なる組合せをも、この特徴またはこの組合せ自体が特許請求の範囲または具体的
な実施例において明確に規定されていなくても、包含している。
【符号の説明】
【００６５】
　１　回路担体、２　第２の金属化層、３　層間剥離層、４　被覆層、５　第１の金属化
層、６　凸縁、７　空き空間、８　窪み、９　接触区域、１０　可撓領域、１５　マスク
、２０ａ　開口部、２０ｂ　トレンチ、２５ａ　入口、２５ｂ　出口、３０　電子部品、
３５　チャネル、４０　要素、４５　覆い、５０　切欠き、５５　電子部品、６０　さら
なる切欠き。
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